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生産効率化への若干の考察
一トヨク生産方式を中心に(1)―~
藤田彰久
はじめに
生産活動を工程系列の形態により分類すると，
(1) 単（純）系列型 -o--
(2) 組立型または集合型
(3) 分解型 : 
の3通りになる。これらの名称は製造工程を意識して付けられたものである
が，右側の図を見れば，たとえば，情報を処理する場合でも同様の形態分類
があてはまるように，広義の生産活動において一般的であることが分る。従
・-::,て，筆者は変換ジステムの一般類型として，（1）を singleinput/s1ngle 
output型 (S/S型システム， S/S モデル），（2）を multiinput/single 
output型 (M/S型システム， M/S モデル），（3）を singleinput/multi 
output型 (S/M型システム， S/Mモデル）と呼んでいる。
それぞれの例を考えてみると， S/Sモデルでは紡績がある。インプットが
綿，アウトプットが糸である。 M/Sモデルでは自動車やテレビのように数
多くのインプットが最後には 1つのものとしてアウトプットされることにな
り， S/Mモデルでは石油精製などの例が考えられる。
これら 3つのクイプの中，もっとも高度の生産管理が要求されるのが2番
目の M/Sモデルの場合である。それは，多くの部品が次第に合流して遂に
1つの製品となる過程で，部品数マイナス 1の合流点（単純な場合）での． 
同期性が問題となるからである。自動車・テレビをはじめ，広義の機械工業
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において生産管理技術がとくに発達した大きな理由はそこにある。
フォード生産方式の特徴が，コンベアによる流れ作業（移動組立法）にあ
るといわれるが，筆者はそれ以上に同期化志向の生産方式としての意義を評
(1) 
価してきたし，大野耐ー氏も「フォード・システムの真意」という観点から
「同期化」による壮大な「流れ」の可能性を評価し，また，フォードの思想
の原点を求めれば，もし，ヘンリー・フォード 1世がいま生きていたらトヨ
タ生産方式と同じことをやったにちがいないと思うという意味のことを述べ
(2) 
ている。
日本の自動車工業の場合，一般に外注依存度が高いため一層，システム設
計上の，またシステム運用操作上の配慮が必要となる。
(3) 
いまや，世界的に有名になったトヨク自動車の生産方式（以下， トヨク生
産方式）の場合，約70％の部品を外部に依存しているため効率的なシステム
を確立し運用することは並大抵のことではない。
以下， トヨク生産方式の展開過程に視点をおきながら生産効率化の論理を
考察することにする。
I 戦後初期の協力企業関係
1． 系列診断制度とトヨタ自動車・協豊会
昭和23年，商工省（硯，通商産業省）の外局として中小企業庁が設置され
たが，初代の指導局長に大阪府立産業能率研究所長園田理ー氏が招かれて就
任したこともあって草創期には同研究所の支援の下に診断指導制度が策定さ
(1) 拙編著「IEの基礎」好学社， 1969年， pp.10~11。
(2) 大野耐ー「トヨタ生産方式」ダイヤモンド社， 1978年， pp.178,185, 197。
(3) 1977年の第4回!CPR(International Conference on Production Research) 
において “Toyotaproduction system and Kanban ・ system-materialization 
of just-in-time and respect-for-human system"が発表されたため，さらに有
名になり， “Kanban"も固有名詞としてそのまま欧米で通用するようになったと
いわれている。
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れていった。
昭和27年，中小企業庁は機械器具系列診断要領を制定した。これは戦後の
産業復興政策の中でとくにあらゆる産業の基盤となるべき機械工業の振興を
はかろうとする施策の一環として打出されたものである。
トヨク自動車ではこの系列診断制度による受診を同年9月，関係当局に申
(4-) 
し入れた。大阪府商工部を経由してこの申込みを受けた大阪府立産業能率研
究所では直ちに診断班を編成し同年10月から昭和29年にかけて系列診断なら
びに指導を実施し，その全般的な報告のためにトヨク自動車大阪出張所（昭
和29年7月28日）および同本社 (8月5日）において報告会を開催した。
系列診断制度によらないトヨタ関係企業への診断指導はその後も引続いて
行われるのであるが，昭和切年に始まったこの系列診断は外注依存度の高い
日本の自動車産業の発展に大きく寄与することになったのはもちろん，とり
わけトヨタ自動車がその休質を強化し自動車産業のリーダーシップをとるこ
とになったきっかけとなるものであった。
トヨク自動車の協力企業組織の中核をなすものに「協豊会」がある。戦前
(5).. (6) 
の活動は資料が不備であるが，山本直氏によれば，昭和11年頃から豊田喜一
郎氏等トップが直接訪問し協力を要請した工場群が，昭和14年，外注部品供
給Jレートの組織化を決定したトヨク自動車の第1回下請懇談会に参集し，そ
(7) 
の機会に親睦団休（その当時）をつくって協豊会と命名した，とされてい
iso) 
協豊会ははじめ東海地区の協力工場を中心に組織されていたが，戦後，組
織の拡大に伴って，地域別組織の確立がはかられ，昭和21年7月に東京協豊
(4) 関西協豊会「この30年」 1977年，贔p.25。
(5) 同上書 p.24。
(6) 山本直「トヨク40年の軌跡」ダイヤモンド社， 1978年， pp.129~131。
(7) 筆者注，後にはより積極的な役割を果すことになる。
(8) 筆者注，関西協豊会前掲書では (p.21)単に，「協力会」と名づけた， とされ
ている。また， トヨク自動車の会社概況（昭和56年8月）でも，昭和14年11月，
「協力会社により協力会を組織一現・協豊会一」となっている。
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会（後に関東協豊会）が，次いで昭和22年1月に関西協豊会が独立した。
大阪地区における系列診断は，この関西協豊会メンパー企業を主たる対象
として実施された。大阪府立産業能率研究所においては，いわゆる親企業で
あるトヨク自動車と協力企業によって構成される系列関係の最適化，すなわ
私系列全体（トークルなものとしての自動車生産システム）の休系的な問
題解決と生産性向上を期して診断指導を行った。
関西協豊会はこのことについて「この 30年」の企業系列診断の項におい
て，「診断の具体的な目的は，協力工場の関係を分析して， その特色， 欠陥
を明らかにし，その結果にもとづいて取引方法の改善，協力工場側の資材，
資金難の打開，協同化の促進など，総合的な経営改善に関する指針を与え，
協力工場の経営休質の改善をはかり，その経済的地位の向上を目指したもの
(9) 
であった。」とし，また，初期の歴史の項に，「当時の画期的な事業として，
企業系列診断があるが，それはその後の協力工場の発展に大きな成果となっ
(10) 
て現われた。」と記している。
この当時の事情について山本直氏は，「戦後には従来の内製強化方針を訂
正し，外注をふやし，これら工場の特徴に準じた専門工場化に乗り出した。
以来，親工場との技術交流によって品質認識を高めていった。 28年には協力
工場でもTWI教育（管理者教育）などを導入して，中級管理層の育成や工.. 
程管理手法も採用し，やがて工場別の系列診断の方式を創始し，しだいにそ
(11) 
の採用工場の枠を拡げていった。」と述べているが， すでに述べたように，
系列診断は昭和27年から，公的診断の一環として実施されたものであって，
後に述べるように，診断指導の過程でトヨク自動車側に勧告・要望・提案し
たことを受けて親会社としての技術指導，経営指導，財務的対策に乗出した
ことは事実であるが，しかし， トヨク自動車が自主的に一業績評価も含め
て一ー「診断」を行うようになるのはそれ以降のことと解するのが妥当であ
(9) 関西協豊会，前掲書 p.25。
(10) 同上書 p.24。 ．． 
(11) 山本直前掲書 p.131,系列診断の強調は筆者。
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ろう。
一般に，系別関係にかかわる諸問題の原因の多くが親企業側にあるところ
から，大阪府立産業能率研究所において筆者等がその後実施した系列診断で
は，親企業の責任・在り方・役割り等を一層重視する姿勢をとったのである
が，親企業が系列企業を系列診断するということは，「系列関係にある親企
業と関係企業双方が問題意識をもって共に第3者に診断を仰ぎ，その結果，．．．．．．．．． 
依頼者と披依頼者の間に系列診断という状態が発生する」という診断の論理
に照らせばありえないことであってあくまで便宜的な表現として使われたと
いわねばならない。
2. 大阪地区でのトヨタ自動車系列診断
さて，次に以上の背景の中で行われた大阪地区でのトヨタ自動車系列診断
の過程と結果について考察を加えることにする。
(12) 
系列診断の報告書では， 「総括」の項に経営成績の向上とその理由につい
て鰊れ，「全般的に機械及び作業者の生産性， 歩留り， 品質何れも良好とな
. (13) 
り……生産高が断診当時を基準として平均222％となったものと認める。特
に機械稼働率の向上，品質管理の実施による不良率の低下，歩留りの向上は
生産能率の向上に大なる影響があったものと認められる。」と記されている。
当時の機械工業における製造原価の構成比率の中で資材費が圧倒的に高率を
占めていたこと，および未だ機械設備が十分でなかったことを反映する総括
であるといえよう。
以下，個々の系列企業に関する事項の中から，後のトヨク生産方式にかか
わる事柄および当時の個別企業における生産効率化のための問題点と方策の
実情について触れてみたい。前記報告書から 5社を選び要約する形でとりあ
(12) 大阪府商工部・大阪府立産業能率研究所「T自動車工業系列診断（爾後指導）
報告書」昭和29年7月。
(13)診断の着手時期には多少のずれがあるので，およそ 1年から 1年半余りの間の
増加と考えられる。
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げながら筆者の見解を加えることにする。
CA社）
(1) 自己資本の過少を指摘し，社内留保もしくは増資なくして設備投資する
ことのないよう勧告。
(2) 焼入れ不良により歩留りが70彩にとどまるためその向上策を勧告したの
に対し， トヨタ自動車の技術者と共同研究してその結果80彩に向上した。
(3) 機械稼働率が低いため，作業者と機械の連合効率を高めるための具休的
提案がなされ，その結果，約50％の生産性向上が実現した。
(4) 作業者の持台数の多さに起因する不良率の高さと稼働率の低さが問題と
なり，適正持台数の研究指導が行われた。
(5) 下請2工場から納入される同一部品の寸法精度が異なったまま混合使用
され，生産性を下げていることから抜取検査の実施による解析が勧告され
た。
(6) 輸送途中の破損が多いことが駆められたが， トヨク側の受入れ検査が抜
取方式であり，しかも返品途中の輸送による破損の程度も不詳であるため
それらを含め実態を把握する必要があり，両者による調査の実施と対応策
の立案が要望された。
CB社）
(1) 資材購入ロット，生産ロットの合理化を勧告したのに対し，在庫の圧縮
に成功し設備資金を捻出することができた。
(2) 金型製作近代化の提案をうけて，コンターマシンを導入したことによ
り，金型製作期間（費用）が大幅に圧縮され生産が円滑になったため約50
彩の生産能率が向上した。
(3) たとえば，次のような改善提案の実施にともなう生産能率の向上があっ
た。
a.成型テープルの高さ変更により約10彩
b．銅線巻取作業の改善により約20彩
c.黒鉛塗布機の自動化により約5倍
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d.糸巻の機械化により約3倍
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(4) トヨク自動車に対して，設備合理化資金の必要性と財務的休質の不備か
ら，支払条件についての一層の配慮が要望された。
c社〕
この会社は前身会社が倒産したあとを受継いで発足した当座に第1次の診
断が行われた。その後約1年を費やして次第に自主的生産が可能となって，
陣容の刷新，機械の配置換え等により逐次生産は上昇に向かったのであった
が，この間のトヨク自動車の対応を知る上で興味深い部分があるので報告書
より引用してみると，「T自動車との系列関係は極めて順調にいっており，
親会社としては他に類をみない程子会社の面倒をみている。……当社に関し
ては支払いはすべて硯金である。」とある。
山本直氏はトヨク自動車の協力企業に対する姿勢について，「トヨタのや
り方は，協力工場に対して強制するのではなく，合理化等の方法を啓蒙指導
して，それによって原価低減をはかり，その結果として納入部品．の低廉化を
実硯していくのである。協力工場への支払条件は， 14年以来，最悪のときで
も75彩を現金， 25彩を60日サイトの手形としたが，最近は，現金80彩，手形
20彩である。この好条件を守ることによって，仕入価格の低廉化も行なわれ
(14) 
ている。」と述ぺているが，後述の別事例とともにそのことを裏づけている。
CD社〕
(1) 財政状態が悪いところから，過大設備投資およぴ過大取引の抑制，自己
資本の充実，在庫の低減などをはかるとともに，生産管理の徹底によるコ
スト低減に努めること，などの勧告がなされ，生産管理面については，さ
らに具体的な生産計画やロットサイズ，作業システムなどについて勧告と
指導が行われた。
(2) 昭和26年9月に着手した品質管理態勢は次第に充実し，資材購入から製
品出荷まで品質が保証されるに至っている。
(3) エ数当りの生産重量ならびに生産指数共に逐次上昇の過程をたどって30
(14) 山本直，前掲書 p.131。
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~40彩の能率増進をもたらし，しかも残業時間は減少した。
(4) 指導の結果，材料ストックは60日分が30日分に，また工程中の仕掛りは
60日分が約40日分に減少した。
(5) 昭和29年4月の勧告事項としては，生産性向上を上廻る売上単価の下降
（トヨク関係は売上げの15%を占めているに過ぎない）に対応するため，
生産担当重役の経営全般についての理解促進，販売価格の再検討とそれに
リンクした生産方式の検討，巻取・切断等の自動化の早期実硯，プレス関
係の全面外注化の検討などが挙げられている。
(6) 系列間の問題はとくになく，品質管理態勢の整備とトヨク自動車の社内
規格が JIS規格に切替えられつつあるので以後の生産管理はより円滑に
なるものと隠められる，とある。
(7) 代金決済は， 20日締切翌月末現金払いで他メーカーに比し良好である
が，問屋の条件に比べて遅いので，尚，検収ならびに決済の迅速化につい
て両者で検討することが要望された。
さて，以上がD社についてのあらましであるが，この会社の田中康専務は
(15). 
次のように述懐している。「……その頃は機械1台に補助役と共に2人がつ
き，何ミリ径は誰でなければ駄目だ，という形で個人の技備が製品の優劣や
能率に大きな影響をもつ名人芸式のものであった……そうした技能の優れた
職人を多数擁していることが，お家安泰であるとの考え方であったのでその
勧告書は全く晴天の欝震のようなものであった。然しながら勧告書はもっと
も至極であり何とか現状を打開しなければ，事業の行末も成りたたないこと
も推察できたので，急きょ米独のカタログなどを取寄せて研究をしてみた。
しかし高価な機械の割りに需要•生産両様の金額が低すぎたのと，今更にこ
れらの模倣ではこの時点で既に立遅れであると判断し，手慣れた現行機械形
式を基本におき，甚しい熟練を必要としないことと， 1人で数台の操作が可
能となることを目標に設備の改善に着手した。（後略）」
この述懐の中に，すでにトヨク生産方式の一翼をになうべき萌芽を見るこ
(15) 関西協豊会，前掲書 pp.26~27。
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とができるのである。
(E社）
(1) 当初の勧告事項として，不良率低減・歩留率向上のために品質管理（特
に管理図法）の導入，機械ならびに作業員の稼働率向上，生産計画・エ程
管理の基本的運用， 労務管理の具体的実施， 等が挙げられ指導が行われ
た。その中で，特にプ 9レス作業の改善に重点をおいた結果，稼働率が70彩
から80彩に向上した。しかも， 2工程以上を 1ストロークで押すようにし
たため工程短縮ができた。
(2) 事後指導時の勧告として，鋼飯材料の歩留り向上については飯取の改善
によって10彩，さらに飯厚は20~50彩薄くできると駆められるので検討す
ること，設備稼働率向上のため，附帯作業時間を短縮すぺく，プレス型の
標準化・規格化を図ること，多種少量生産に適応した汎用自動送り装置を
導入すること，などが指摘された。
(3).特に資材費の低減については， 「この材料の乏しい， 材料費の高い日本
に於て，オイルシールの如き消耗品（日本では定期検査で交換され捨てら
れる）に現在の如き厚飯を用いるのは全くムダである。……飯厚は現在の
1/2で充分である。鋼飯の材料費を仮に1/2に出来たら現在のコストは大
ザッパに見て5~7彩の低減が可能である。」とし， トヨク自動車との話
合いで積極的に具体化するよう勧告している。このことは，後のいわゆる
VA活動に通じるものであり，また昨今，問題となっている自動車の車検
の点から考えても車検のある国（したがって必然的に交換される部品があ
る。）と車検のない国との比較という観点からとらえてみても1つの卓見
であったということが出来よう。
(4) 系列関係に関する記述をみると，「当社と T自動車との系列関係は至極
密接でかつてトラプルの起ったこともない。これはT自動車の下請工場育
成方策が非常に良心的温情的であり，下請工場は全く協力的である。……
現在の支払条件は，納品後10日以内に検収，検収後 1ヶ月後80彩現金支
払，残り20彩は翌月納品分と合わせその80％が支払われる。」とあり，前
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述の如く良好な系列関係にあることがここでもうかがうことができる。
以上でわかるように， トヨタ生産方式が確立される過程でこの系列診断の
果した役割りはきわめて大きいものがあるのである。このことは関西協豊会
(16) 
の30周年記念座談会でも特筆されているので引用しておきたい。
日本ピラー工業（株）社長岩波薫氏は，「……自動車工業というのは自動車会
社と部品工業の総合工業であるという基本理念に（石田退三社長は）立って
おられました。…•••中小企業庁の系列診断。こういうものを利用することに
よって， 自主的に立ちあがってもらいたい，•こういうニーズがあった・・・・・・受
けるのが希望者だけということでしたが，（全国で）当時123社のうち32%,
約40社が申込み……私どもも診断を受けましたが，これが協豊会としても合
理化活動の発端ではないかと思うのです。（後略）」と述べ，、日本ガスケット
（株）相談役並） 1|安幸氏は，「……奥村工業が整理に入りまして… ••27年末から
私が……経営に当るということになったわけですが，……自立していくため
には何とかしなければということで，まだ態勢が整っていないのに診断を受
けたわけです。ところが大変効果があった。非常に刺激になって，社内でも
やる気が出てきた。（トヨタ）自エ本社で系列診断のまとめの報告会が行わ
れた。 トヨタ自工の育成の方向と，協力工場からの要望を最終的にまとめた
もので，長期の安定した発注，支払い条件の改善，この2点が私の記憶に残
っているんですが，それを他の自動車メーカーや，一般の元（方）企業に先
駆けて， トヨタさんが実行されたということが，協力工場，協豊会のメンバ
ーの意欲を高揚し，経営を改善せじめた。これが，後の合理化追求の運動に
つながったのですが，やがてオールトヨタの大躍進の原動力の一つになった
と私は感じております。」と述べている。
以上，系列診断および協豊会に関連していささか紙幅をついやしたが，そ
れはそれらのことがいわゆるトヨタ生産方式の成立に重要かつ不可欠の役割
りを果しているにもかかわらず，多くのトヨタ生方式にかかわる公刊された
(16) 同上書p.67,.,..68, ( ）は筆者注。
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書物ないしは公表された論文に殆んど触れられていないからである。はじめ
にも述べたように，外注率70%（トヨタ自動車の場合であり，一般には約80
％とさえいわれる）にも達すると，内製率の高い外国の自動車会社の場合と........ 
ちがって，もはや協力企業との信頼関係における外部生産管理努力なくして
生産の経済性が期待できる筈はなく，協力企業を含めた総体としての生産シ
ステムが考察の対象とされねばならないのである。
I 戦後初期のトヨタ生産方式
1. 流れの形成と貯蔵機能
周知のように，昭和25年にはじまった朝鮮動乱による，いわゆる特需景気
は自動車産業にも大きな影響を及ぼした。トヨタ自動車では労使関係やそれ
に起因する経営陣の混乱が終息した時期と一致して，まさしくその後の飛躍
の引き金となったのであった。
先述した系列診断は，この特需景気が沈静化しつつあった時期に始まっ
た。わが国の他の自動車メーカーが外国メ—•カーと提携するのに対して，本
格的な国産乗用車生産を目指して胎動を始めた時期でもあった。
昭和29年8月初旬，筆者等は系列診断の報告会をかねて，瑛在の本社工場
である挙母工場を視察し討議した。丁度テストコースでは5ヶ月後に発表発
売されるクラウンとマスクーが試走していた。クラウンは主として社用公用
向の高級仕様，マスターは主にタクシー向であった。
筆者のノ．ートには，社長石田退三氏， 資本金16億7,200万円， 敷地60万坪
従業員5,300人， 月産16偉円等のメモに続き， 昭和28年12月から昭和29年5
月までの半期の生産台数として， トラック4,414台 (35.7%)， トヨペットト
ラック4,094台 (33.1%）， トヨペット乗用車2,690台 (21.7%）， 特殊車850
台 (6.9%）， バス320台 (2.6%）， 市場占有率：普通車（トヨペット以外）
約30%•小型車（トヨペット）約50％などの記録がある。まだまだトラック
中心の生産状況であるが，本格的国産乗用車クラウンの出硯により乗用車の
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比率が急伸する直前のデークである。
ちなみに，トヨク自動車「会社概況」（昭和56年8月）により直近のデークを
挙げてみると，昭和56年1月～6月の半期で，乗用車1,164,131台，普通トラ
ック147,621台，小型トラック344,734台，バス 22,964台，合計1,679,450台
（市場占有率29.8彩ー含軽）である。乗用車は実に432倍の値を示している。
さて， 29年8月の挙母工場には，すでにこの飛躍的な発展を支えるトヨク
生産方式のいくつかの原形をみることができた。その1つに「流れの形成」
への総合的かつ地道なアプローチがある。生産工場における「流れの形成」
についてはすでに約半世紀の歴史，したがって範とすべき多くの先例と論理
が米国にあったし，第2次大戦中のわが国においても一部の軍需工場にみる
べきものがあった。しかし，多くの工場が罹災した中で，そして縮少された生
産規模の中で，恵まれた立地条件に支えられているとはいえ，部分（個別的
効率化）と全体（体系的効率化）の双方においての流れに対する積極的な取
組みは群を抜くものがあった。 27年8月に訪ねた日産自動車の新子安工場が
トランスファーマシンによるエンジン加工など固有技術的側面に努力を傾注. 
し，流れつまり管理技術的側面が従となっていたのに対し， トヨクでは固有
(17) 
技術と管理技術のバランスのとれた展開がみられたのである。
挙母工場全体の流れの中で筆者がまず注目したのは，中間倉庫の廃止であ
った。工程の流れの中（間）にボックス・バレットに入れられた部品がフォ
ークリフトにより高く極付されている一一それが中間ストックー姿は，当
時まだ文献上でしか知りえなかった米国の方式そのままであった。その頃，
フォークリフトはわが国ではまだ殆んど導入されていなかった。 1910年代に
開発されたフォークリフトは恰も人間が物をとったり置いたりするのと同様
に（重量）物の積み降し時間を殆んどゼロに近づけ，そのまま運搬すること
ができ，とくに戦後は高い場所 (4.5~6m)へそのまま極付できる能力を
(17) トヨタと日産の生産方式上の性格の違いは，両社の設立経過つまり出発点の違
いにまでさかのぼる。また，その影響は協豊会と宝会（日産自動車の協力企業組
織）の性格の違いや製品の性格の違いにまで及んだように思われる。
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備えたものが米国では活用されていた。わが国で導入の遅れた理由は，敷地
や工場・倉庫の通路などの狭隣さや人件費の安さ，マテ・ハンヘの認識の低
さなどにあった。また，フォークリフトが導入されてもたとえば， 昭和31
年，筆者らが診断した著名なマテ・ハン機器メーカーT社では 1台の・フォー
クリフトが引張り凧であったが，観測してみるとその稼働率は大変低かっ
た。それは 1枚のパレットをフォークに差し込んだまま，出発点と目的地に
おける積降し作業は人間が横持ちで 1個づつ行うというユニット・ロード原
(18) 
則を無視したやり方で行っていたからである。適正な数量のパレットがあっ
(19) 
てはじめて「ユニット・ロード・システム (unitload system)」が成立す
るのであって， 1枚のパレットのみではフォークリフトの特質がまったく殺
されているのに，そのことが著名なマテ・ハン機器メーカーにおいてさえ認
識されていなかった時代であった。
そのような時代に，しかもこの事例の数年前にすでに米国流のユニット・
ロード・システムが展開されているのを目の当りにしたことは驚きであっ
(20) 
た。米国製のフォークリフトをモデルにして社内製作した30数台が活羅して
(21) 
いる状態は日本離れをしており，昭和25年にフォード社に留学した豊田英二
(18) 筆者は，一般にマテ・ハンの経済性が，．工場内では積降し作業，つまり出発点
と目的地での作業や状況に大きく左右される（人間の手の動作においても同様）
ことから，その分析の必要性を強調して「両端の原則」と呼んでいる。
(19) 媒体（容器等）も用いて複数の物品やばら物を単一の荷物（ユニット）として
扱えるよう整った形にまとめたものがユニット・ロードである。運搬や輸送の経
済性はまとめ量の大きさに比例するという原則にもとづく。このまとめ扱いの原
則を一貫して適用したのがユニット・ロード・システムである。
(20) たまたま，筆者の父が昭和26年にフォード社を見学し，戦前（昭和11年）に訪
れた時との比較考察した1つにフォークリフトの活躍を挙げていたので印象は鮮
烈であった。
(21) 高度成長期に入って，フォークりフト市場は急成長し，米国メーカーと提携し
た数社をはじめ，多くのメーカーが参入したが，市販という点でもっとも後発で
あったトヨタフォークリフトは，参入後間もなく市場を席巻してしまった。その
理由は，拙稿「生産効率化の課題と展望」「創立50周年記念論集」（大阪府立産業
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氏をはじめ引続いてフォード社を訪問した見学者の影響をそこに見ることが
できたのであったが，立地条件等に恵まれたトヨタだからこそ可能であった
との印象も強かった。
であるが，
そのように当時としては卓抜したマテ・ハン機器の採用であったの．．．．．．． 
もちろんその事が直ちに中間倉庫の廃止という倉庫機能の変革を
もたらすことにはならない。事実，高度成長期にフォークリフトを導入した
さて，
殆んどの工場では，倉庫機能をそのままにしてのことであった。つまり，両
者が独立的にとらえられていたのである。
このことは，「マテリアル・ハンドリング」が........... 
て物が扱われている事象を包括する概念であり，
本来，
. 
運搬や貯蔵等すべ
その経済性を追究するに
は，運搬・貯蔵等のマテ・ハン事象の全体を，さらには価値付加（価値形
成）事象 (materialprocessing)との対比において明確に駆識した上で，
マテリア）レ・ハンドリング・システムとマテリア）レ・プロセシング・システ
(22) 
ムを統合した，総体としてのワーク・システムの経済性との整合性が前提と
そのような観点からすれば， トヨタ生産されなければならないのであって，
方式において， すでに本然的かつ透徹した論理があったのに対して，他の多
くの工場では，部分解としての低次のワーク・システムにとどまっていたこ
とを意味する。
ところで，いわゆる 「倉庫（貯蔵・保管）」 の位置と機能について筆者は
早くから1つの疑問をもっていた。それは，当時の中小企業の 1つの典型と
工場の表の一角に経営者の住居が建てられているというレイアウトが.... 
その位置は，物の流れを基本的に制
して，
少くないことに関してであった。通常，
能率研究所），昭和50年。およぴ「トヨク生産方式の功罪」「工場管理」（日刊工
業新聞社）第24巻第13号，昭和53年。において触れたように，いち早くフォーク
リフトを導入し徹底したユニット・ロー・ド・システムを設定し，長年月にわたっ
て，使用者としての目できびしくとらえ， 改良を重ねたことに負うところが多
い。研究開発や生産物責任などの観点からも評価さるべきことであろう。
(22) 拙稿「マテリアル・ハンドリングの論理に関する一考察」「産業能率論集」（大
阪府立産業能率研究所）節5号，昭和47年。
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約する枢要な位置であった。その結果，倉庫（貯蔵・保管）の位置と機能す
なわち流れの合理性は必然的にくずれることとなる。
大企業においても別の形の問題があった。とくに以前からの建造物を改造
した工場に多く見られる現象であるが，使用価値の低いあるいは空いた建物
を倉庫として活用しようという発想にもとづくものである。それは，いわば
流れの合理性への権利放棄であって，つまりそのことによって生じる 1種の
機会損失にまで思いを致さなかったという点では前述の中小工場の場合と同
類である。
(23) 
筆者がかつて指摘したように，わが国の生産工場の共通的欠陥の 1つに，
倉庫の位置のまずさがある。われわれは長らく木と紙でできた家に住んで来. 
たが，火災に弱くまた強奪にも弱いところから，防禦手段として，別棟の倉． 
（土蔵）を建て，大切なものをそこに貯蔵（保管）するという対応をしてき
た。つまり， 「別棟」に「貯え仕舞っておく」ことは， 日本の文化的特質と
してほとんど無意識のレベルで定着してきた振舞いであったと考えられるの
である。いずれにしても，多くの工場で生産の流れの一環としての「流れの
調節機能」という発想と具体的位置づけに難があったことは確かである。
Y社は大手の染工会社であった。生地倉庫は， 空いている建物の利用を含め約5
ヶ所に散在していた。「約」というのは状況により増減があるからである。いわゆる
倉庫まわりのマテ・ハンに手を焼いたその工場ではマテ・ハンの機械化を検討して，
新たに7台のフォークリフトを必要とする結論になった。 どうも納得できないとい
うことで筆者に調査研究を依頼してきた。対症療法レベルから倉庫の整理統合まで，
いくつかの案が概略の経済性評価データと共にあったが， 意外なことに， 次々と入
荷する生地を， その都度空いているところに， みすみす近々その奥の生地を出さな
ければならないことが分かっていてもとに角そこに押込むのが精一杯で， つまり行
き当りばったりの入荷に振りまわされている状況であったのに対して，何故そうな
るのかという基本的な問題意識は無かったのである。突然の入荷に対して， 泣く子
と大手の紡績会社には勝てぬというあきらめがそうさせていたことが分った。 そこ
で， 筆者は外部情報の受信を含めたコミュニケーション・システムの解析を行った
ところ，実は大手の紡績会社から営業部門に対して予定の事前連絡があることが確認
された。営業部門では生産計画の積算根拠として利用していただけで， いつ入荷す
(23) 拙編著，前掲書 p.290。
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るかについて倉庫部門は関知していなかったのである。筆者は事前情報の十分でな
い得意先へのコミュニケーション・ルートの開設と，社内のコミュニケーシ自ン・
システムを含んだ組織構造の変更を勧告したが， その結果， 倉庫まわりのマテ・ハ
ンの混乱は解消して， 7台のフォークリフト購入案はもちろん，従来のフォークリ
フトでも余力ができ人員も減ったのであった。
この事例にかかる生産効率化の論理は，管理組織と作業組織とりわけ物
(24)(25) 
（理）的生産システムとの整合性にある。それはいわば当然のことであるよ
うにみえるが，実際には多くの混乱した実態が存在する。この事例と直接の
関係はないが，とくに「分権化」が叫ばれ流行した時期には，物的生産シス
テムの特質を無視ないしは十分考慮しない組織構造，権限関係，プロフィッ
トセンクー論などが横行し混乱に拍車をかけたことは否めない事実である。
幸か不幸か高度成長硯象に埋没して，大きな問題とならなかったのである
が，一部経営学者や経営コンサルクントの部分的知見や非常識の責は決して
軽くない。
さて， トヨク自動車における中間倉庫の廃止は，ただ単に，中間倉庫とい.. 
う特定の空間にあった貯蔵品を，その量的規模のままに流れの中に組込んだ
というものではない。当時，すでにいわゆる「後工程引取り方式」が実施さ
れていた。まだ，後の本格的「かんばん」はなく，各ユニット毎に現品（移動）
カードがつけられ，また一部にフローラックの採用があったように記憶する
が，とに角，置場所やパレット数などを限定することによって量を圧縮規制
し，後工程が引取りに来なければ品物の置場がなく，溢れることによって問
題点を顕在化させ，設備故障や不良品の発生を含めて原因の究明を図るとい
った積極的な問題解決体制が展開されつつあった。
当時， 一般の進歩的な工場では， むしろ， 「次（後）工程はお客様」と考..... 
えてお届けするのが新しい方式であるとされ，たとえば資材倉庫部門であれ
(24) 拙稿「プラント・レイアウトの理論と実際（その5)」「産業能率」（大阪府立
産業能率研究所），昭和36年10月号。
(25)拙稿「工場計画の診断」「企業診断ハンドブック工業編上巻」同友館， 昭和37
年， pp.523~524。
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ば，次工程の予定に合して，しかも切断や品揃えなどの準備作業をできるだ
け前工程に移管して次工程にサービスするという考え方が広まりつつあった
が，そのような時期だけに，筆者はトヨクの係員に，混乱の有無や対応を突
込んで質問したのであった。
いわゆる，運搬の逆まわりである後工程引取方式は資材部門，鋳造，鍛
造，機械工場等で次第に徹底され，やがて実施された加工ラインと組立ライ
ンの同期化によって，流れの形成は一応の段階に到達していたのである。
大野耐ー氏が著書「トヨク生産方式」等において繰返し述べていることの
1つに，「つくりすぎ（つくりだめ）のムダ」とその排除がある。
それは欧米流の計画生産の盲点を鋭く突いた見解であって，ある意味では.. .. 
在来のあるいは，その後を含めて一般の生産管理の論理を根底からゆさぶる
ものであった。
中間倉庫の廃止は，貯蔵機能の変革という思想的背景からなされたもので
あり，さらにそれはつくりすぎのムダ排除を 1つの柱として構成される｀トヨ
ク生産方式の論理に立脚点をおくものである。
挙母工場内における中間倉庫の廃止という現象を，その思想的背景にまで
立ち戻って観るとき，挙母工場と協力企業との間における中向倉庫つまり挙
母工場の資材（購買品・外注品）倉庫の廃止の可能性を示唆するものである
ことが理解されよう。もし，それらの資材を内製しているとするならば，前
者の中間倉庫が必要であるならば後者の中間倉庫もまた必要となる可能性が
大であるし，前者を廃止できるのであれば後者もまた廃止しうるのではない
かとの見方が成立つであろう。
先述した系列診断は，この観点からの可能性の実現にも作用した。もちろ
んトヨク自動車自身の卓越した発想と努力があってこそのことであるが，系
列診断は協力企業の自助努力とトヨク自動車の助成をうながし，系列関係の
質的向上を増巾するきっかけないしは促進剤の役割りを果し，総体としての
トヨク生産システムにおける流れの形成を 1歩押し進める作用をしたといえ
るのである。
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また，中間倉庫廃止の発想は一方，挙母工場内の仕掛り在庫の低減にも適
用されつつあった。その発想と方法論もまた協力企業に展開されて．いくこと
になる。
このようにみてくることによって，中間倉庫の廃止という事柄が，単に倉
庫という物的施設の撤去という現象ではなく， トークルな流れの形成という
観点からの休形的な貯蔵機能の変革 (innovatio~) であったことが理解でき
るのである。そして，それはマクロ的には，協力企業を含めた生産システム
に外延的に拡大され，またミクロ的には 1つ1つのワーク・ステーションに
かかわる仕掛品の低減による流動性の向上として具現し，それらは後述する
諸方策との関連において一層高度化され，多くのユニークな論理をもったト
ヨク生産方式の確立を導くことになるのである。
2. 流れの形成と機械設備のレイアウト
トヨク自動車の機械工場におけるレイアウトは，昭和29年当時，まだ試行
錯誤の状態にあった。
当時の目標は， 1人数台持ちによるワーク・ステーションの形成にあった
ように見受けられた。 1人の作業者が2台以上の機械を受持つという方式
は，たとえば織布工場などでは自動（織）機の普及にともない，以前からあっ
た。また，機械工場でも米国の量産工場では，たとえば後述のキャデラック
自動車会社の例にように早くから実施されていた。
しかし，当時のわが国一般機械工場では，ようやく 1人2台持ちが広がり
出した程度であった。その理由は加工数量の少ないこともあるが，主として
小型モーターの本格的国産化が十分進展していなかったことにあると考えら
れる。すなわち，多くの旧い工場では大型モークーから中間軸を経て，（平）
ベルト掛けで個々の機械へ動力を伝達していたし， そのような動力伝達方
式であったことに加え地震による機械の倒壊をおそれ（地震のない国で開発
された，その程度の安定性の）機械の基礎を厳重に，足まわりをコンクリー
トで覆っていただめ，機械設備の再配置は気の重い，現在にくらべると大変
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大がかりな仕事であって，せいぜい隣り合わせの機械を，工夫して2台持ち
にしようという状態であった。
トヨクでは，すでに小型モークー自蔵の工作機械（その頃，直結とか単能
機といわれていた）を用いていたのでレイアウトは自由であった。当初，
「二の字型」， 「L字型」による 2台持ちから出発して， 連合作業分析を徹
底し，また部分自動化やシュートなどの工夫をして，さらに作業者の精神的
負担を軽減するための自動停止装置などの配慮をして，可能なところには，
「コの字型」，「口の字型」と呼ばれる 3台持ち， 4台持ちの方式が導入され
ていた。
なお，当時すでに標準時間の設定においてセットアップ・クイムが分離さ.. 
れていた。一般にはまだ突っ込みの状態か，またはセットアップ作業に対す
る標準時間まで手がつけられていない工場が多かった時期である。こういっ
た点にも後の，徹底した「段取り（替え）時間」の短縮につながる意識の源
をみることができる。
ざて， L字型，コの字型などと呼ばれる形状にはいくつかの変型がある。
ハの字型，菱型などがそれであるが，発想の流れからすると総じて，いわゆ
る「不規則 (oddangle)型レイアウト」に通じるとみることができる。
不規則型レイアウトの特徴としては，
(1) 人間ー機械系の連合効率（したがって，作業者または機械の稼働率，
あるいは両者の稼働率）の向上。
?
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図2-1一般レイアウト 図2-2不規則型レイアウト
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(2) 合理的な流れの形成。
などが挙げられる。 (2)の意味を例示すると図のようになる。すなわち図2-
1を図2-2のようにA,B, Cそれぞれのワーク・ステーション固有の流
れ線を，可能な最短経路で円滑に連結していくことによって，より合理的な
流れが形成されるという流れの論理にもとづくレイアウト型式である。
(1)の特徴は，機能別レイアウトつまり同種機械設備によって構成される群
（集合）であろうと，製品別レイアウトつまり特定の製品（部品）の産出に必
要な機械設備を工程順に配列した群であろうと現われるのに対して，（2）の特．．． 
徴は製品別レイアウトすなわち系列的分業の場合にのみ現われる。
図2-3,図2-4はキャディラック自動車会社における新旧レイアウト
(26) 
図である。
こエ芯が中
図2-3キャディラック自動車会社旧レイアウト
x作業者
一
図2-4キャディラック自動車会社新レイアウト
出典： L.P. Alford, J. R. Bangs (ed.), Production Handbook, 
Ronald, 1944, p. 768. 
キャディラックの工場では，このレイアウト変更により，作業者27名が17
名，床面積40彩の節減の他，仕掛り在庫の大巾な低減，作業性の向上，機械
設備数の削減など，空間・時間・労カ・コストなどの面で大きな効果を挙げ
(26)筆者注：当時，筆者が調べた文献には1934年に新レイアウトに変更したと記さ
れていたと記憶する。しかし，今回あらためて確認しようと思ったが，その文献
が見当らなかったので時期は定かでない。
(27) 
ている。
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この不規則型レイアウト型式はわが国でもその後，本田技研工業など多く
の量産工場で採用されることになるが，そのような一般的傾向とは別に， ト
ヨタ自動車は後にこの不規則型レイアウトから離れて独自の単純なレイアウ
ト型式に進むことになる。
機能別・不規則型レイアウトにおいて 2台持ち， 3台持ちを実施すると，
その機械群内の作業者1人当りの生産量は大巾に増加するが，群と群の間の
仕掛品もまた増加の傾向を示し滞留品が目立つようになる。このように稼働．．． 
率はあがるがつくりすぎ状態を招きやすい機能別複数台持ちを，従って次第
に，製品別・不規則型レイアウトに変えていくことになる。その結果，稼働
率があがりながら仕掛品・滞留品が減少し，前述の中間倉庫の廃止とともに
流れの形成に寄与することとなる。そのように一応の段階に達しながらもレ
ィアウトにおいては，しかし，この時期まだ試行錯誤の状態が続いていた。
(27) L. P. Alford, J. R. Bangs(ed.), Production Handbook, Ronald, 1944, p. 767. 
